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本稿の謀題は、 1970年代後半のわが国の不況・低成長の構造を把握することにある。
オイル・ショックや74一75年不況後のわが固め経済は、それ以前の時期とはまったく様相を異に
している。高度成長期のように、発展や成長をm霊歌するといったものではなく、一転して低成長め
時代となった。一見するだけでも、あまりに急激な変化であるの突然、なにゆえ70年代後半におい
て、このような低成長の構造に転化したのか。当時において、成長め梧枯になっていたものは何で
あったのか。それは高度成長の過程で生み出されて来たものなのか。 70年代後半の不況・低成長の
構造を歴史的・経済的に把握するためには、まずこうした問題の考察が必要で、あろう。
世界(史)的に見ても、主立つた資本主義国は、 70年代後半のこうした長期的な不況・低成長を
経過した後、 80年代初頭に「新保守主義」あるいは「新自由主義」と呼'ばれる方向へと傾斜した。
80年代にはその路線に従ってい〈つかの新しい政策が発せられる o そうした推移ば臼木経済も例外
ではなかった。こうした経緯から見ると、本稿で扱う70年代後半の時代とは、そうした吋・代へのま
さに懸け橋となる時期に位置しているということが確認できる。その中で白木経済は70年代後半の
不況・低成長をどのように解決、あるいは回避していったのか。その過程で何が生み1'，されていっ
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たのか。こうした問題も合わせて追究していかなければならない。木稿では上記二点に留意し、 70
年代後半の不況を明らかにしようと考える。
実は、高度成長の時期と並んで、 70年代後半の不況・低成長を扱った研究文献は多数あり、そこ
では様々な論定がなされている。木来ならば、上述の謀題はそれらのすべてにわたって(高度成長
期の分析と合わせて)詳細に検討した上で立論していくべき性質のものであろう。ただ、現時点で
は到底それに及ぱなし、。本稿脱稿後も、多くの研究結呆につぶさに当たる必要があるのは言うまで
もない。こうした条件において、本稿では現時点として以下の方法を取った。
無輪、これまでの研究成果を参考にし、かつ本稿執筆途上ても併読していく。一方で、、それらを
批判的に摂取し、なるべく自らの視角・観点でもって思索・分析するよう努める。その中で上記で
自問した課題に対するもっとも中心・中核となるような解答を引き出したい。そうした意識のもと、
まずは、 60年代の高度成長期と70年代後半の不況・低成長期を統計的に比較・対照して、両者の相
違を明確にすることが重要と考えた。統計のグラフをふんだんに躍り込んだのはそのためである。
このようにまずは当該期間を通じての全体的な把握が必要であると考え、それを優先しているが、
しかし、対象とする項目によっては各産業部門ごと別個に把握しなければならないものが多くある。
そのことは念頭に置きながらも、既述の立場を重要視する見地から、各産業・企業ごと個別の詳細
な検討・把握は今後の研究対象となろう。こうした進め方は、以下の考えから1:¥たものでもある。
一応、本稿で打ち出された結論(あるいは推論)が、現時点でのわれわれの論定となろうが、し
かし、先の膨大なる研究結果の目下片鱗に触れているくらいの始末であるならば、本稿で得られた
立論は今後の研究の序説と位置付けるべきものであろう。上で述べた各産業ごとの個別の研究なり、
それらを含む論定の発展や彫琢がすでに今後の課題として与えられているのである。
1、低成長と設備投資の減退について
まず、 GNPの成長率(対前年比)によって、高度成長期と70年代(特に後半)の違いを確認す
ることから始める(以下、次頁図1-1参照)。高度成長期と比べると、 70年代後半から成長率が低下、
あるいは鈍化したまま、停滞しているのは一目瞭然である。大ぎつぱに言えば、成長率は半減した
と言うことができる{九このように、なぜ70年代後半に成長率が低下したのかという問題が、木節で
明らかにすべきテーマであるが、冒頭でも述べたとおり、その設問については様々な角度から多様
に論定されている。思い付くまま列挙するだけでも、高度成長期からの(あるいはオイル・ショッ
ク後の)人件費・原料費の上昇、設備投資効率の低下、サービス部門の進展、公害への対処、科学
技術革新の停滞等々、様々な点が主張されている。
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(資料出所)①は前掲 r長期遡及主要系列国民経済計算報告J80-85ページより作成。
②は東洋・経済新報社編『経済変動指傑総覧J (東洋経済新報社、 1983年)252ページより作成因
②実績、~‘¥、
ここで、本稿では高度成長期との対比を行なう視点から、以下の様な観点に立ちたい。まず、わ
が国で1950年代中頃から60年代にかけて進展した高度成長とは、重化学工業イむを志向した民開設備
投資主導の高成長であった。この論定は多くの論者によって主張されており、およそ異論の余地は
少なく、ほぽ支配的な見解となっていると思われる叱この旺盛な民開設備投資によって高度(経済)
成長が展開したという論定からすれば、 70年代後半以降の設備投資の状況はどうなっていたのかと
いう問題が何よりもまず先決問題として浮上する。
こうした視点から、高度成長期と70年代の民開設備投資(対前年比)を対比して見ていくと、以
下のとおりである(以下、図1-2参照)。民開設備投資の伸び率は、第二次高度成長期とオイル・シ
ョック直前の「インフレ景気」の期間中、かなり高い伸ぴ車(約20-30%台)を見せたが、 74-75
年不況の後78年まで、マイナスの値や停滞のまま推移している。 GNP(支出)の民開設備投資の
対前年比で計ってみても同様な結果である。 74ー 75年不況から78年までの、民開設備投資の停滞あ
るいはマイナス成長は明確である。
他の要因を劃酌せず、民開設備投資の停滞のみに、 70年代後半の不況の構造や低成長への移行の
原因を、すべて還元してしまうことは無論できない。しかし、わが国の高度成長が民開設備投資主
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{資料出所)経済企画庁調空局編 r経済要覧J (大滋省印刷局 各年版)より作成.
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導のものであったという点から比較すれば、 70年代後半以降、民開設備投資が停滞してきたという
状況は、当期の低成長や不況の中心的要因(の一つ)と考えられる。本稿では、まず高度成長期と
の比較の上で、 70年代後半の不況・低成長の要因として、民開設備投資の停滞が重要な一因をなし
ていたと捉えたい例。
ただ、民開設備投資の停滞→不況・低成長といったプロセスをとらずに、逆に不況・低成長だか
らこそ、企業の収益性が低下し、民開設備投資が活性化しなかった(または、し得なかった)とい
う見解・把握付)も成り立つであろう。この点については行論で明らかにしていく。
次に、では何故、民開設備投資が冷え込んでしまったのか、ということが問題の対象となる。一
つには、従来からの金利の趨勢に着目した場合、当時、政府によって行なわれていた総需要抑制政
策、それも高金利政策の影響を検討しておかなければならない。阿1-3を見ると、インフレ抑制の
ため、公定歩合は73年中明から急激に引き上げられ、 75年当初まで・高水準 (9%)で推移する。その
後、 75年中に段階的に引き下げられた後、 77年当初まで6.5%で推移する。との水単でも以前(例
えば第二次高度成長期)ど比べれば、高水準というととになろうか。その後、 77年中にまた段階的
に引き下げられ、その後は従来にないほど完全な低金利状態となっている。
高度成長期において、(公定歩合を中心とした)金融政策と投資とさらに景気との関連は、一応、
以下のようであった。不況時には、金融緩和策で民開設備投資を呼び起こし、逆に景気加熱時には、
高金利政政策(金融引き締め)によって投資が抑制される。それに伴って、景気も不況から回復・
活況へ、あるいは静況から不況へと推移していく。とうした関連は、(特に不況から回1&'柄況への
転換時の関連は)年を経るにしたがってだんだんと薄れていく傾向にはあったが、それでも景気転
換の重要な要因であった(へとれから見れば、 74-75年不況の後、インフレ抑制のためにとられた総
需要抑制政策と、 77年頭初まで継続した金利の比較的高い水準は、民間の設備投資を行なわれにく
くしていたに違いない。
しかし、要因はこれにとどまるものだけではなさそうである。というのも、実態閣においては、
企業の資金繰りや金融機関の貸出態度はさほど厳しくはなかったようである(以下、阿1-4参照)。
先のとおり、 77年当初まで公定歩合は以前と比べて比較的高い水準にあった。しかし、その期間中
でも、金融機関の貸出態度を実際に「厳しい」と感じるもの、あるいは資金繰りを「背しい」と答
えるものは、両者ともすでに76年年央までにかけて急激に減っているのである o そして、以後、貸
出態度は「緩い」、資金繰りは「楽」と答えるものが、年を経るに従って次第に多くなっている。こ
うして見ると、この時点で、の金利の水準は企業にとってさほど負担ではなかったようである。
そうした状況にもかかわらず、設備投資が情性化せず、業況が依然良くない点に注目しなければ‘
ならないであろう(図1-4の①)。さらに、公定歩合が段階的に引き下げられていった77年中でも、
むしろ業況は「揺い」が増加しているし、その後も業況の「良い」は以前の高度成長時ほどではな
い。不況と民開設備投資停滞の要因は、政府のとった高金利政策が主となっているのではなく、そ
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の影響は逆に小きかったようである。企業の設備投資を抑制していた要因は、どうも別なところに
求めていかなければならないようである。
そこで、図1-4め④から⑤に目を向けてみたい。これは過剰資本として、分析の対象になると考
えて掲載したものである o 従来、好況期から持ち越ぎれた多大な過剰資本の存在が、企業の投資を
抑制し、不況を長期化きせているという点が主脹きれてきた。また、理論的な研究においても、好
況期の活発な(拡大・拡張)投資が限界に達して不況または恐慌への逆転が生じた後は、それらの
投下資本が不況の過程では過剰資本として持ち越されて累積する。これらの過剰資木の存在は投資
を抑制する。その過剰資本を補って余り得るだけの需要が到来しなければ、過剰資本の累積は不況
を長期イじさせ、景気は長期的に停滞する。こうした理論的な面でも、過剰資本の問題は重視されて
いた{610
しかし、過剰資本の存在をどのようにして計測するのかというのが、現状分析において考察した
場合、なかなか難しい。というのも、過剰資本の数値的な杷擾か容易で‘はないからである o それで
も、以下見るように、何らかの指標を用いて過剰資本の数値的な把握が行なわれてきたのが、やはり
いくつかの難点は払拭できない。例えば、操業率指数の低下から過剰資本の存在を説明しようとし
ても、独占企業が意図的に保持すると言われる「遊休予備資本(計間的遊休能力)∞」あるいは「余
裕能力(過剰能力)∞」と、過剰資本とを分離する必要があり、また両者をどのようにして区別する
かという問題もある。さらには、数値を比較・対照させる上で、基準年となる年(指数100とする年)
の経営状態や景気の好・不況によって、明確な判断基準とならないことも考えられる。操業率指数
とは別に、利潤E容の低下から過剰資本の存在を主張する場合もあるが、それは資本過剰が存在する
という間接的な把握であろう。その数値から、どれほどの資本が過剰なのかを読み取るごとは困難
である。以上のような難点が併存してしまうのである。
そこで、われわれはこうした難点に突き当たる一方で、そもそも過剰資本とは数値的にfil測でき
得る性質のものだろうか、という疑問に立ち滑らざるを樽なかった。注の(1)でも述べた経済成長
率の高低のように、資本の過剰とは本来相対的なものではなかろうか。それをS-/iW1資料の数値から
一義的に把握しようとするのは、いくつかの間難を含んでいるのではなかろうかと考えぎるを得な
い。こうした観点から、本稿では、上述の計測とは別に、直接の試問調査(日本銀行主要企業短期
経済観測調査)を引き合いに1¥す。その調査事項の結果を考察することによって、過剰資本の把握
に接近しようと試みる。図1-4の④から⑤の掲載は以上の理由からである。
実際のアンケート調査の解答結果によって、図1-4の④の雇用人員、⑤の製品需給、⑥の生産設
備、これらの過剰感が把握できる。当該項目の過剰あるいは不足は、上述の過剰資本の概念とだい
たい一致するであろう (1九これらを順次見るに、いずれも75年以降、雇用人員の「過剰」、製品の「供
給超過」、生産設備の「過剰~J が急拡大している。その比容も、まったく従来にないほど大きな割合
を占めるものであり、きらに、その継続期間も従来になく非常に長期のものである。
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70-71年の不況を乗り切るため、政府は従来にないほどの低金利政策と積極的な財政投融資を行
なった。インフレをも甘受してそれを続け、列島改造論とも重なってブームが到来したが、インフ
レの悪影響は大きく、 73年中頃から急激な総需要抑制政策に反転する。オイル・ショックがこれに
重なり、景気は一転して不況へと突入した。こうした急転回によって、今までの好況期(高度成長
期)に投機をも見込んでかつてないほど旺躍に投下された資本は、一気に不況期に過剰資木となっ
たと考えられる。との急反転と、今まで、の高度成長や好景気が従来にないほr加熱化して臨んに資
本が投下されたがゆえに、その後の不況期においては、過剰資本の残存・累積も従来にないほど長
期化し大規模なものとなった。当時、それら過剰な資本を補って余りある需要の到来を、期待する
ことができたであろうか。こうした状況に加えて、上述の総需要抑制政策や高金利の状態が、拍車
を掛ける作用をしていたと考えられる。こつした過剰資本の存在が、当時の投資を抑制し続けてい
た主要な要因と考えたい【11)0
本節をまとめると、以下のとおりとなる。高度成長期や74-75年不況前の「インフレ景気」にお
いて、非常に活発な資本投下が行なわれた。それは74-75年の不況以降、一気に多大な過剰l資本と
して累積した。政府の総需要抑制政策や高金利政策が加わって、このような多大な過剰資本の累積
は、以前のような企業の活発な設備投資を抑制・減退させた。従来、成長の「内燃機関」的役割を
果たしていた民開設備投資がこのように拡大から停滞へと逆転したため、民間設備投資主導の成長
パターンは維持できなくなった。これが低成長・不況への移行を余儀なくされた歴史的・経済的要
因である。以上のように考えている (1九
その後、不況克服のため、物価も落ち着きを見せ出した78年半ば頃から79年初めにかけて、政府・
日銀は、従来にない低水準に公定歩合を引き下げ、財政資金を(それ以前からも)積極的に投与し
た(後掲、図4-1参照)。こうした影響もあって、 79年辺りには企業の設備投資の前年比はようやく
高い仲ぴ率を示している。 79-80年にかけて過剰資本の「過剰感」も低減傾向に向かった。しかし、
鉱工業生産も GNPもさほど高い仲ぴを示してはいない。財政支出や輸出の仲張によって、それら
の落ち込みが支えられていた感がある。
そうした低迷状況には、第二次オイル・ショック (79年から)の影響もあったであろう。これに
対処するため、低水準だった公定歩合は79年以降急激に号|き上げられて、結局第一次オイル・ショ
ック時の水準に戻されている。以後、再ぴ過剰資本は増加を見せ、物価は第一次オイル・ショック
時ほどではないにしろ比較的高い伸ぴ卒を示した。 80年代には、企業の設備投資、鉱工業生産、 G
NP成長率は、 70年代後半の水準をさらに下回った水準で推移している。まさに物価上昇への危|呉
と、生産や景気の低迷といった両面に苦慮しなければならなかったのである。その問、さらなる落
ち込みを下支えするかのように、財政の支出は継続的に伸びている。(あるいは財政資金を投与せざ
るを得なかった。)とれはやがては国債依存の体質として問題になっていく。まさに80年代初頭のい
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わゆる「世界同時不況」の中で、日本の経済も以上のように景気の低迷他、様々な面で苦慮すると
いう状況で推移していたのである[問。
(1) ここで一点、このように成長率が鈍化・=f.:減した状況をどのように表現するかによって、 70年代後半の把握や認
識が論者によって違っているようである。成長率の鈍化あるいは半減した状況を、本稿のように「低成長Jr停滞」
とは縫えずに、「安定成長J (例えば、中村隆英著『日本経済、その成長と構造(第 3版)J東京大学出版会、 1993年、
第7章「国際化のなかの安定成長J.)とか、「中成長J (例えば、正村公宏若『実践ゼミナール、日本経済』来洋経
済新報社、 1987年、 58ページ.)と捉えている論者もある。もともと経済成長率の高低は、他の時期や他の国と比較
した場合の表現であって、何%以上が高度成長というような明確な基溶はないロそのことが多様な表現を生む一因
でもあろう。
本稿では「課題と方法」で述べたように、 70年代後半の状況を、 60年代のいわゆる「高度成長」と比較・刈照さ
せる立場から、「不況」・「低成長」と把握し表現した。とうした把握に関しては、秋山喜文著 r日本経済論、低成長
期の構造分析(第2版)J (九州大学出版会、 1993年)70ページにおいても説明がなされている。
(2) 高度成長の機構自体は、民間設備投資主導のものと捉えられると考えられる。その際、その成長を可能にした要
因として、低賃金労働力の存在や IMF体制等々が、いくつかの文献で主張され、各々ウエイトの置き方が追って
いる。ただ、本稿でl士、それらは高度成長を支えた基礎条件やらi!I:界的な枠組みとして捉えるべきものであって、
成長そのものの機構分析とは分けて捉えるぺきだと考えている。
(3) こうした分析は、すでに、その当時において、経済企画庁編『経済白書ー (1977年版)J (大蔵省印刷局、 1977年)
103ページ、などでもなされていた。
(4) 例えば、橋本寿朗著 r日本経済論J (ミネルヴ、ァ書房、 1991年)では、「投資率の低下が経済成長率半減の一因で
あるJ (73ページ)と、ここまでは本稿と同ーの検討結梁であるが、「民間設備投資の伸ぴ率の低きJは「利i関率の
低さに規定されるJ (74ページ)として、同舎はその後、利i関率低下の要因を詳しく検討している。しかし、こうし
た論定・分析に対して、鶴田 i的1J;・置塩信雄の両氏i立会〈見解を異にしている。(例えば、 1@m r.尚彦，~: r現代日本経
済論』青木喜底、 1973年、第2景、第 1節;同「高度経済成長の矛股と帰結J [講座今日の日本資本主義編集委員会
編「講座今日の日本資本主義、第 2巻、日本資本主義の展開過程』大月書l吉、 1981年、第 6章、所収]209-210ペ
ージ.置塩信雄箸『現代資本主義分析、第 1巻、現代資本主義分析の課題』岩波書j白、 1980年、 143ページ、などを
参照。)本稿の論述も以下のとおり、節目・笹塩氏側の見解に立つものである。
(5) 以上の点については、抑制 rr高度成長期』における“国際収支の天井"の払拭についてJ(r経済学研究論集(第
3号)J明治大学大学院、 1995年、所収)第三節で詳しく記した。
(6) 例えば、北原勇者吋虫占資本主義の理論J (有斐閣、 1977年)第 3網、第 1章、また400-405ページ。または、 f]l-
藤誠「恐慌の基礎理論J (大内力網『現代の景気と恐慌』有斐閣、 1978年、第1章、所収)38ページ。様々な恐慌論・
産業循環論があり、過剰資本の概念の相違はあるものの、好況期から持ち越された過剰資本が、不ul剣においては
投資を抑制するという論調は、いずれの論者にも共通するものではなかろうか。
(7) 例えば、山口孝r危機への巨大企業と政府の対応J (総磁今日の日本資本主義編集委長会繍『総座今日の日本資本
主義、第3巻、日本資本主義の危機の構造』大月喜子J占、 1981年、第3索、所収)100-102ページにおいて、過剰資
本または生産過剰が、いくつかの指棋をもって分析ぎれている。
(8) 長島誠一浩 w現代資本主義分析、第 6巻、現代資本主義の循環と恐慌』岩波書j占、 1981年、 75ベージ。
(9) 前掲『独占資本主義の理論J44-46ページ。
(10) 注(6)で述べたように、不況期の構造を考察する際、過剰資本の存続が投資を抑制させて不況を長刻化させている
という論述は、ほぽ論者によってさほどの差異はないと思われる a しかし、過剰資本の概念自体が多少進っている
場合がある。労働力資本の過剰に非常に重点を置く論者や、あるいは当然それを含めて、製品(あるいは尚ー品)や
生産設備の過剰をも話視する論者、これら各々の過剰資本または資本過剰の概念や定義が一致していないのこうし
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た違いはあるが、本文のi調査三項目は、いずれの過剰資本の概念にも漏れはないであろう a
なお、過剰l資本あるいは資本過剰の概念についてのわれわれの考えは、井村喜代子著 H資本論』の理論的展開』
(有斐閥、 1984年)第8章に近い。
。l)ここで若干注意しておきたいことは、図1-4から、当時、製品需給の「供給超過」や生産設備の「過剰」が、雇
用人民の「過剰」を大きく上回っていることである。終身雇用制など日本的な雇用慣行のため、雇用人民の過剰感
を訴える企業の割合は、前二者を下回ることも考えられようが、この時期の過剰j資本の中心は、この調傘からは、
雇用人員の過剰よりも、生産設備や製品の過剰に求めらるこ主になる。これらは、当時の不況の原因を、ひたすら
労働力の過剰や高賃金水準へと求める見解・主張に一考を促すものではなかろうか。
(12) 本節4ページで触れた、設備投資減退→不況・低成長という論旨を取らず、逆に不t)1.だからこそ食業の利i間半が
低下し、設備投資が減退したのではないかという点に関しては、以下のように考えている a 般かに、その而は背定
できないし、重視すべき点である。そこで、理論上、どちらを先に持ってくるのかという問題になると、まったく
の堂々巡りに陥りがちである。本稿では隆史的な推移を重視してきたため、すでに論述上明らかにしてきたとおり、
高度成長期からの過剰資本の累積→設備投資減退→不況・低成長→企業の利i閏率の低下→設備投資事IJ市Ij→低成長→
企業の利潤率の低下→・・・、といった観点に立っている悶
なお、前掲『日本経済、その成長と構造(第3版).nなど「て・l士、高度成長を支えた「企業の強気の投資行動または
経営態度」が失われたことを、低成長の要因としているようである。ただし、なぜ、そうした投資行動や経営態度
が、強気から弱気へ左転じていったのかという問題は、積極的な検討の対象となっていない上うに思える。本稿で
はその点、過剰資本の累積以降始まる上述の循環サイクルの中において、弱気の投資行動や絞常態度が政成されて
いったと捉えている。(との点に関しては、同書225ページも参照。)
ω この聞の不安定的な特長は、加藤泰男若『現代日本経済の軌跡J (八朔社、 1994年)29-31ペ←ジに端的に描写さ
れている。
2、消費の動向tニついて
前節では、低成長への移行を、過剰資本と民開設備投資の関係から説明することを主題として考
察した。ただ、いかに民開設備投資のみを云々しても、国内民間最終需要のもう一方の柱左なって
いる民間消費支出の動向にも触れておくべきであろう。ここでは前節の論点に加えるという形で消
費の動向にも最小限言及しておく。(以下、次頁関 2を参照。)
高度成長期と比較した場合、消費水準や民間消費支1¥の仲ぴ卒(対前年比)も、やはり GNP支
出や民開設備投資と同様、 70年代後半に半減しており、 80年代にはさらに低い仲ぴ半となっている。
ごうした消費の停滞に低成長経済移行の第一要因を求める見解もある[九消費の停滞と投資の停滞、
この二者のうちいずれが当期的不況・低成長の第一要・因であるのかという問題はとこでの対象では
ない。いずれにせよ、前節で見た民開設備投資の停滞と並んで、、このように民閉め消授も停滞して
いたということは、国内民間最終需要の二大主牲の停滞を意味する。こうして閏内需要が停滞して
しまったことは、 70年代後半の不況・低成長の大きな要因であろう。
なぜ、この時期に消費の仲びも停滞してしまったのか。これには「消費関数論争」へと発展する
ような大きな問題も存在するようだが、当期聞の不況・低成長を扱った文献を見る限り、およそ次
の二つに分類できょう。一つには、高度成長を通じて、耐久消費材の普及などから、いわゆる「モ
ノ不足」から「モノ余り」の経済へと移行したとする説。第こには、不況で呪入や所得が仲び悩ん
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図2 消費・収入の動向
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(資料出所)前掲『経済変動指標粉、'HEJ876 (①) . 871 (②)・ 866(@)・ 849(④) . 840 (⑤)・ 828(⑥)ペー ジより。
①の点線はGNPペースで、前掲『長期遡1立主要系列国民経済計算報告.n80-85ページ上り作成。
(1) 例えば、比較的近年のものでは、秋山喜文者『日本経済論(第 2版)J (九州大学出版会、 1993年)などがある。
(第2章、第2節を参照[0) 
だ点を重視する説。この二つであって、両者の統合説をとるものもあるが、これらの論究は次節の
内容と重なるため、節を改めて触れることにする。
3、企業側の回復と労働者側の状況悪化について
以上のような不況・低成長の中で、まず企業側の状態はどうだったのか。企業の収益の面からそ
のことを確認しておきたい。(以下、次頁図 3-1を参照。)
全産業の経常利益率、営業利益、売上高、これらの時期的な推移を見ていくと、総じて75年に大
きく落ち込んだことがまずわかるが、その後、徐々に回復して(させて)いる。そして、 79年から
80年に一つのピークに違する。この山は高度成長期の水準に匹敵するものである。この時点で、企
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業の収益性の一定の回復があったことを確認しておきたい(1)。しかし、その後はまた減少傾向で推移
している。第 1節で見た第三次オイル・ショックなどの影響と考えられる。
図3一1 企業収益の状況
% 
H ①法人企業統計 経常利益沖完全産業
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(資料出所)前掲 r経済変動指様総覧J388①・ 384②・ 380③ページより作成。 1'
75年以降、企業の収益性を回復させた要因については、すでに多くの文献で指摘ぎれている。そ
れぞれまとめ方やウエイトの置き方によって様々であるが、オイル・ショック後の省エネ対策、コ
スト削減、減量経営、合理化と言われるものがその中心である。この他に、(あるいはそれらの中に
含める場合もあるが、)Q Cサークルや長時間労働などの労働強化、下請けの利用強イじなどの指摘も
ある。また技術面において、このころから徐々に半導体や IC関連の技術が取り入れられて応用さ
れてくる。これらが企業のコスト削減に大きな役割を呆たした点も、よく指摘されるところであ
る(2)。
こうしたいくつかの嬰悶によって、不況・低成長の中でも、 79年から80年にかけて企業の収益性
が一定の回復を示したことが認められよう。ただ、そこで注意することは、高度成長期の様にすべ
ての産業で一様に、収益性を回復させたのではないということである。本稿ではまずは産業全体を
烏轍するため、全産業を対象に、おしなべて、その傾向的推移の把握に重きを置いている。が、こ
の時期には、構造的不況業種.と呼ばれるものも登場してきており、企業の利潤の回復には、産業間
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でかなりの格差が生ヒている。先ほどの企業収挫の改善努力が全産業に一様に効果を与えなかった
要因や、回復の企業間格差は、詳しく検討してみなければならないところである。これに関しては、
本稿の主旨とかけ離れるため、他日を期すこととなる{針。企業収益の回復について、ここでは以上の
指摘にとどめておきたい。
企業側と対称をなす労働者側の状況を見ていく。これは結論から先に言えば、労働者側の状況は
かなり悪化しており、上で確認した79-80年の企業収益の回復時にも状況は改善してない。むしろ
悪化しているものもある。ところが、そうした点を指摘する文献は、意外と少ないようである。(以
下、岡3-2を参照。)
:ト下←一一日--，-一 ~でプナナププJ
??
プ¥¥f¥一一一イ
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'f 一---ベー
1960 61 62 63 64 65， 66 67 68 69 70 71 72 73 74 75 76 77 78 79 80 81 82 
年
(資料出所)前掲『経済変動指標総覧J622 (①)・ 541・537(②). 402 (③)ペー ジより作成。
完全失業率から見ると、 75年を境として倍加し、さらにその後も逓増傾向にある。上で確認した
企業収益回復時の79-80年も、失業率はさほど回復してはいない。
実質賃金指数も伸び率は低迷を続けている。 80年には前年を下回っている。
桟目すべきは倒鹿件数である。第二次高度成長期の倒産件数も、それ以前と比べればかなりの数
であった。しかし、オイル・ショック時からの増加はそれにもまして著しい。 78-79年に一旦は低
下を示すが、その後は再び増加を示している。
企業経常も厳しい面があったが、このように企業側の収益性の回復とはまったく対照的に、労働
者側の状況はかなり悪化していることがわかる。
こうした労働者側の状況悪化をもたらした要因としては、もちろん不況期であったからという要
因は考えられる。しかし、それだけでは、 79-80年の企業側の回復と労働者側の状況の悪イ~e ';:1，
つじつまが合わなくなる。労働者側の状況の悪化には、景気の不況はもとより、何よりもまず、金
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業側の収益を回復させた基本的要因として先に挙げた、コスト削減、減量経営、合理佑等々の影響
が一番大きかったのではないか。それらは企業の収益性を回復させる反面、労働者には所得・収入
の減少などかなりの負担を強いるものであり、そのことが事実、結果として、特に79-80年の労使
聞の状況の明暗に現われていると考えられる。オイル・ショック後の不況対処と企業の存続のため
にはそうした対応も止むを得ないというのが、無論、資木あるいは企業側の論理である。しかし、
労働者側のかなりの負担増加や状況悪佑の上に、企業め存続や一定の回復はもたらされたと言って
も、誇大な表現ではないであろう。こうした企業収益回復・上昇の表裏の両面を木節では確認して
おきたい。
さらに、こうした労働者側の状況悪化の故に、前節で見た民間の消費支出が伸び悩んだ大きな要
因があると考えられる。特に家計の収入・所得の伸び悩みゃ落ち込みが大きかったのではないか。
前節ではこうした見解の他に、耐久消費財が普及したことから「モノ余り Jrモノ離れ」経済へと
社会が移行し、逆にサービス部門の発展を加え、高度成長期以後の消費の伸び、の鈍化を重視する見
解を照会した。しかし、その見解において次の点をどう考えたらよいのであろうか。第一に、それ
以前の時代との比較で耐久消費財の急速な普及を大きく取り上げても、さらなる新製品の開発・普
及や更新をどう説明するか。実際にそれらは行なわれてきたはずであるし、思い付〈新製品とて少
なくはない。この時代まだ、一概に「モノ余り」すなわち需要飽和と断定しきれないところがある
のではないか{九第二に、家計・の消費性向を見ると (75-80%台で)ほぽ一定している(前掲、図2
参照)。家計の収入と支出の趨勢をグラフで見るかぎり、山と谷がほぽ重なり、やはり f(消宵性向): 
X(収入)→y (文11:'.)めような関数的関連を見ることができょう。支1¥の低下には、収入の低下
が大きな要因であったのではなかろうか。さらに、消費性向は70年代後半の不況期には、 80%台へ
向けての微増傾向にある。 GNP支出で見ても、民間消費支出の構成比の趨勢は同様に微増傾向に
ある(後掲、図4-3参照)。棋木的に消費離れが進んでいるとは見られない。先ほどの説に依る文
献は、こうした点を積極的に明らかにしていないのではなかろうか。
こうした考察から、本節では消費支出の停滞の要因を、家計の収入の伸び悩み・低下といった見
解に求めておきたい。その家計収入の伸び悩みあるいは低下の要因は、企業側の不況期的コスト削
減、減量経営、合理化等々の影響が大きかったというのが、すなわち本節のまとめ・要約である。
(1) この点については、経済企画庁繍『経済白書(1979年版)J (大蔵省印刷局、 1979年)14ページでも同様の指摘が
なされている。
(2) 以上は企業側それ自体の(言わばミクロ的)要因であって、次節で凡ていくことになる財政支出と輸出の増大も、
回復を与えた(言わばマクロ的)要因として大きく影響している。
(3) 回復の企業問l格差などについて、例えば橋本寿朗者『日本総消論J (ミネルヴァ書房、 1991年)第 3章などが詳し
い検討を行なっている。
(4) この点については、森口親司箸『日本経済論.1 (1988年、創文社)15ページを参照。
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図 4ー 1 財政支出の推移
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(資料出所)前掲『経済変動指椋総!箆J34-35 (①)、 36(②)、 37(@)ベージより作成。
4、輸出への傾斜
この時期の不況を救ったものとして、よく政府の積極的な財政支I.Hと、輸出の拡大が指摘されて
いる(1)。以下、本節iではこの二点(特に輸，'1:¥)に触れておく。
82年
財政支出を見ると、阻4-1のとおりである。財政資金の民間払1¥の仲びは、一般会計、特別会
計とも、 70年代から高まり、 70年代後半以降も引き続き高い仲ぴを示している。その収支を見ると、
70年代後半からは総じて赤字である。それは恐らく公債によって賄われていたのであろう。赤字財
政を組んでも財政資金を積極的に投与し、景気を活性化させるといった、「ケインズ主義的」な経済
政策の一環とも見られる o
それにしても財政資金の民間払出の伸びと問棟に、収支の規模も70年代から急激に大きなものと
なった。先駆は64-65年時の不況対策の頃にあると思われるが、財政資金の民間への投与は、 70-
71年時の不況対策、 73年時の田中内閣の大型財政、 74-75年時のオイル・ショック対策、そしてそ
の後の不況対策、こうした機会ごとに規模が増してきたようである。年を経るごとに財政資金の投
与は規模が増すが、 70年代に入ると、それが高度成長期の様に、継続的な好景気を醸成させたとは
言いがたい。その閉め物価上昇率とも対比させて考えなければならないところであるが、高度成長
期においては不況対策として、それほど巨額な財政資金の投与でなくとも景気の情性化につながっ
たようである。しかし 70年代以降、財政支出の規模が大きくなるわりには、持続的な女子景気には
発展していない。財政資金投与の機能・効力が低下したとも観察することができる。ちまたで「ケ
インズ主義J rケインズ主義的な財政政策」の破綻が雷われるゆえんは、ここにある。
なぜ、 70年代に入って財政資金投与の効力が低下したのかという問題は、かなり厳密に検討して
みなければならない問題の一つである。これについても別稿を期すべきものと考えるが、ただその
要因のーっとしては、本稿第 1節で、扱った高度成長期以降の多額な過剰資本の累積・残存が考えら
れる。そうした存在がまた、構造的不況業種とも時ばれるようなものがあって産業聞で不均一で‘あ
ったため、財政資金を投与した部門の景気は活性化するが、景気の全般的なかっ継続的な回復・活
況には至らなかったのではなかろっか。こつした点が一つ考えられる。
しかし、こうした大型の財政資金の投与も決して無駄とも言い切れず、それ以上悪くなる景気の
下支えをしていたとも見られる。ただ、不況で税収が資金投与のわりには高まらなかったことなど
から、積極的な財政資金の投与は、だんだんと大幅な財政赤字となって (80年頃には財政の約4割
が公債依存、)問題化してくるのである。
大型の財政資金投与の機能・効力の低下、「ケインス'主義的政策」の破綻、そして巨額な財政赤字、
これらの是正、軌道修正が、急務な問題として、とれ以降80年代から登場してくるのである。その
解決を担うもの左して、「新保守主義」などが叫ばれる要閏の一つはここにあろう。
今まで、扱ってきた不況・低成長期において、輸出の動向はかなり重要なものとなってきている。
以下、主要論点を挙げて検討していく o
まず、輸出の趨勢から見ていくと(以下、次頁図 4-2参照)、すでに70年代後半以前の65-66年
において、わが国は初めて輸出超過に転じている。その後、 67-68年と第一次オイル・ショックの
73-75年、そして第二次オイル・ショックの79-80年に入超を記録するが、これ以外は完全な1¥超
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(資料出所)前掲『経済変動指標総覧J406、431ページより作成。
を継統している。しかも、出超(貿易黒字)の規模は、年を経るごとに大きくなった。これによっ
て、特に76-78年時の梅外経常余剰は、かつてないほどの規模となったのである。
ここで一点、この時期こうした輸1'-1や貿易黒字の仲張をもたらした具体的要因に触れておしそ
れは端的に言えば、輪山価格の低下、あるいは他国と比較した場合の上昇率の低位安定化である。
つまり、企業の収益回復のために合理化等が効果を及ぽしたことは前節で見た。それは輸1¥単価の
引き下げを狙ったものでもある。これによってわが閣の輸出価格(あるいはその上昇)は他国より
低< (あるいは緩慢で)、これが輸出販売量の上昇をもたらし、多額な貿易黒字が形成された問。
こうした輸出や貿易黒字の仲張の結果、輸出は以前と比べると GNPの中でかなりの地位を占め
るようになった。 GNPの構成比を見ると(以下、次買図4-3参照)、輸出の占める割合は年を追
うごとに高まっている。 80年代に入ると GNP項目の「輸出等」で「輸入等」を賄い、実質でも経
常黒字を出すに至っている。寄与卒を見ると(以下、次頁表4-1参照)、すで、に65年から輪山の寄
与車は大きくな勺ているが、 70年代後半はさらに大きくなった。 80-81年には、 GNP構成比の大
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% 図4-3 GNP支出構成比
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(資料出所)前掲「長期遡!及主要系列国民経済計算報告.J80-85ページより作成。
表 4ー GNP寄与率 (単位%)
海外経常
年 民間支設終 政府叶最.x帽-;I冬 民間 民 H甘 公 白百 在庫品 余 弟l消費出 消ql(;tIl¥ 住宅投資 設備投資 資本形成 増 加
輸出去年 輸入等
1960 56.6 5.8 7.6 27.4 6.6 5.0 -9.0 4.9 13.9 
1961 59明1 7.4 4.4 24.7 11.6 9.9 -17.2 2.3 19.5 
1962 56.3 13.1 7.2 8.3 20.8 -15.0 9.3 8.8 -0.5 
1963 67.3 13.4 9.3 11.3 12.6 2.4 -16.3 4.1 20.4 
1964 61. 7 3.9 10.7 18.3 4.4 4.3 -3.3 8.9 12.2 
1965 63.9 7.3 18.9 -12.1 13.1 -3.4 12.2 21.8 9.6 
1966 62.1 5.8 3.5 15.1 14.6 0.2 -1.3 10.1 11.4 
1967 60.6 3.9 10.1 29.3 3.0 8.9 -15.8 4.2 19.9 
1968 44.7 4.5 10.0 25.1 10.7 4.4 0.7 12.1 11.4 
1969 52.6 3.7 9.1 30.2 6.5 -1.7 -0.5 12.5 13.0 
1970 44.0 4.8 9.0 30.4 10.8 11.9 -10.9 13.3 24.2 
1971 76.2 11.8 7.7 -10.1 35.6 -31.9 10.7 30.4 19.7 
1972 64.8 6.3 15.3 4.3 18.4 0.2 -9.4 6.0 15.4 
1973 71.5 6.6 15.5 28.5 6.6 4.8 -33.5 7.7 41.2 
1974 6.0 -36.4 124.7 82.4 143.0 -91.3 -128鳳6 -241.8 -113.2 
1975 94.7 25.8 3.0 -32.6 19.2 -61.8 51.6 -3.4 -55.0 
1976 45.8 10.8 14.9 -0.6 5.4 6.7 17.0 35.8 18.8 
1977 53.4 8.7 0.9 -1.2 17.9 4.6 15.7 25.3 9.6 
1978 67.2 10.4 8.1 11.8 26.7 -6.8 -17.5 0.0 17.5 
1979 71.4 7.8 -1.1 29.8 4.9 8.1 -20.9 15.6 36.5 
1980 19.2 9.5 -18.0 31.8 一13.6 -9.0 80.2 57.9 -22.3 
1981 28.2 14.1 -4.1 16.3 8.6 -0.7 37.5 55.4 17.8 
1982 77.3 6.0 -1.2 5.6 5.6 -1.8 19.7 16.9 -2.7 
(資料出所)前掲『長期Jj遡及主妥系列国民経済計算ー報告.J80-85ページより計算。
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宗である民間消費支出を越え、 GNP成長率の約5-6割を担っている o この問、四半期ごとでも、
輸出の寄与率が一番大きかったものが多〈現われている。逆に民間固定資本形成の寄与はそれほど
でもない。
つまり、この70年代後半の不況・低成長の期間に、いかに輸n¥の比重が高まり、経済の成長が輸
出に依存してきたのかがわかる (S)。それは先の財政支l.Uをしのぐほどである。
そこで、次に、なぜこのように輸H.¥に偏重してきたのかといつことを考察しなければならない。
その一端は前節までで見てきた内需の停滞にあろう。理論的に考えて、次の点はよく指摘されてい
る。既述のとおり、圏内における民聞の消費・投資(圏内民需)はともに柄性化していなかった。
そのため輸出圧力が高まる。これによって、自然と外需の規模が増す。以上の点は、不況期の内需
の停滞、外需の伸張として、よく指摘されている。しかし、以下の点を見過ごしてはならない。
そもそも、一般的に、資本にとって、不況期の輸出圧力を云々する以前の木来的な目的として、
国内市場と同時に海外への販路拡大を強力に推し進めていこうとする動機が少なからずあるはずで
ある。特にわが国の場合、加工貿易の貿易立国であり外貨を獲得しなければならないといった理出
からか、そうした対外発展や輸出拡大の意識が強いのかもしれない。それは景気の好不況にかかわ
るものではない。こうした観点を根本に置いておかないと、わが国の場合、第二次高度成長の好況
期において輸出を仲張させ貿易黒字を拡大させていったのであって、なにゆえに好況期における輸
出の伸張がみられたのかという点が、前述の把握だけではつかみきれない。逆に、圏内が不況とな
っている場合には、まず企業の収益回復の必要性がある。同時に、第2節で見たように、過剰な製
品(資本)の整理の必要性もある。また上記の対外への販路拡大といった前提的な課題もある。不
況の場合、これら三つの成就は、利潤拡大といった資本本来の目的の一点で、なんら矛盾すること
なく重なり合う。その結果、圏内の需要が不振ということであれば、過剰資本を海外で活用させ、
収益を高める必要性(言うなれば輸出圧力)は否応なく高まるのである。このように理解すべきで
あろう。単に、不況、内需の停滞から輸出ドライブといった説明だけだと、以上の観点が希薄にな
ってしまう。この点を踏まえて以下きらに確認していきたい。
検討謀題を戻すと、輸出への依存ということが、重要な論点となりつつあった。この点について
はよく、 GNP構成比から輸出依存度を計算して、その数値がわが国の場合およそ12-13%台であ
って、イギリスやドイツと比べてまだ低いというような説明に終わりがちである。しかし、必要な
論点はそれに尽きるものではないのである。
この点、井村喜代子氏の重要な指摘がある。肝心な点は、わが国の産業基盤となっている重佑学
工業においてこそ、まさに輸出が好・不況をとわず恒常的に重要な一部分となっているという点で
あろう。アメリカを100としたわが国の国民一人当りの生産舗は、 81年において以下の製品で、セメ
ント250.4、粗鋼179.2、乗用車217.9、パス・トラック等478.1、船舶5028.9、テレビ154.1である[九
これだけ見ても、アメリカをしのいでわが国が、これらの製品をいかに大量に生産しているかがわ
かる。さらに、アメリカの人口の半分のわが国が、(また消費性向も当国より低いわが国が、)これ
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らの製品をどうやって消費し尽くすのであろうか。もはや販路は対外市場しかなしそれを見込ん
でこれだけの製品が生産されているのである。重佑学工業の輸出市場は、まさに向国の重要な市場
として、完全に日本資本主義の一部として組み込まれており、それに完全にわが国は立脚している
のである。自国の需要が停滞しているとなれば、眼路は当然海外に向き、先の論理からも、海外で
の販売(すなわち輸出)の勢いは必然的に増すことになる。こうしたことが、 76-78年頃の多額な
輸出・貿易黒字をもたらした論理的要因であると考えられる。
輸出への依存という点でさらに重要なことは、わが国の場合、輸山品目があまりに特定品目に偏
りすぎているという特長である。図 4-4は主要国の82年の商品別輸出額構成比であるが、日本の
場合もはやほとんど100%に近く工業製品の輸出である。西ドイツ・フランス・イタリア等もその車
は高いが、日本の場合はまさに極端と言うべきものであろう。それらの製品は高度成長期に価格競
争力を付けてきた製品であって、積極的に市場を海外に求めてきたものが含まれている。また、そ
れらの品目には、当該不況期における先述の論理が働いて、さらに輸出へと傾斜することになった
と考えられる。こうした結果が、輸出特定品目への極端な偏重、その偏重特定品目による輸出・貿
易黒字の拡大、そしてその輸出による景気の下支えといっ、非常に特定品目とその輸出に依存した
事態を生み出しているのである。
図4-4 商品別輸出入圏構成比(%)1982年
〔輸出〕 〔輸入〕
1本
依'" イ発。j九 "-1' 
問ドイ γ yヲシス イタリア 州ドイヅ ヴラシス イタ".，.
(資料山所)日本銀行調を統~I田局 11~ r fl..j>:経済を'1'心とする間際比較統計(第211})J I:l本銀行、 1984.lj'、 19-20ペー ジより目
注意することは、これらの輸出市場に一朝事あって、当該品目の輸出が維持できないとすれば、
それらの過剰(価値・価格の実現困難)が既述の生産量を鑑みれば火を見るより明らかという点で
ある。実際、諸外国から貿易黒字の貯めすぎと、わが国は非難されるようにこの時期にはなってい
たし、そのため70年代後半から円高傾向といっ事態が発生してきていた。今まで不況・低成長を支
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えてきた輸出まで停滞することになれば、それはわが国にとって憂うべき事・態となろう。輸出のさ
らなる維持が必至となる。
ここでかなりシェーマ佑して論定すれば、以下のようになる。輸出のさらなる維持のため、円高
にも対処するさらなるコスト削減・合理1~が要請される。これによって製品は低廉化され、価格競
争力が付き、輸出の増大は可能となり、景気の落ち込みは救われるであろう。しかし、ここでまた、
輸出・貿易黒字の拡大は円高傾向をもたらす。そこでまた一層のコスト削減が要請される。こうし
たサイクルでは、まさに輸出への依存、企業の収益回復、そのためのさらなる合理化・経費削減が
必要視されており、労働者の所得や圏内消費支出は第2節で述べたとおり落ち込む。おそらく、現
段階にも通じるこうしたサイクルが形成される原型があったのが、この時期だと考えられる。その
循環においては、圏内消費を活性イじさせたり、国民の購買力を付けさせて、圏内経済を情性化させ
ていくような循環とはまさに別様なものである。
加えて留意することは、こうした循環に付随して、わが国の輸出依存型の経済体制や、輸出の特
定製品への偏重は、戦前の繊維製品への特化と、その輸出依存型の経済体制(めに類似している点であ
る。確かに、軽工業から重化学工業へと産業は転変した。けれども、低廉なコストで輸山単価を低
〈抑え、その製品の輸出にかなり依存し、圏内市場は狭隆的であるといった、内容にはさほどの蛮
イじはないように考えられる。
(1) 例えば、伊藤誠者『逆流する資本主義J(東洋経済新報社、 1990年、 185ページ以降)など。ただし、同著 r現代
の資本主義J(講談社、 1994年)123ページでは、消費需要と政府支出が重要になったとされ、その分析がなされて
いる。消費支出についての考えは、本稿においては既述のとおりである"
(2) 以上は輸出や貿易黒字の伸猿・増大をもたらした具体的要因である。対外的要因としては、アメリカがオイル・
ショ ';1ク後の不況対策として採った積極的な財政政策と景気の拡大がある。
(3) 加藤泰男著『現代日本経済の軌跡J(八朔社、 1994年)23-25ページにおいて、この期間中、第一四半期には輸出
の急上昇によってGNP成長率の上昇が見られ、その後の四半期は成長率が伸び悩んでしまうといった姿が描かれ
ている。
(4) 以上、井村喜代子 rr経済大国』とその矛盾J(聡史学研究会・日本史研究会網 r講座日本歴史12、現代2J束京
大学出版会、 1985年、所収)300ページより B な必、このような論点と分析は、列二村喜代子「再生産構造の特質と矛
盾の展開J(講座今日の日本資本主義編集委貝会編『講座今日の日本資本主義、第3巻、口本資本主義の危機の構造』
大月寄宿、 1981年、第2章、所収):井村喜代子著『現代目本経済論J(有斐閥、 1993年、第4・5章)にも詳しく
展開されている。
(5) この点に関しては、拙稿 ril代日本恐慌史論.J(1990年度修士論文、明治大学大学院)で詳しく記した。
5、総括
ここで以上述べた論旨を総折して、はじめに提示した課題と照合していくことにする。まず、高
度成長期との対比の上で以前の様な旺捕な民間設備投資が行なわれなくなったことに、 70年代後半
の不況・低成長の主要因を求めた。その設備投資が行なわれなくなった要因のーっとして、大量な
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過剰資本の発生を挙げた。その転化には、経済理論的には再生産や産業循環の論理からいわば必然
的なものであったであろうし、また麗史的経緯をたどれば「強蓄積」や「狂乱物価」から、総需要
抑制政策とオイル・ショックといった推移から生じたものでもあったω。
こうした不況・低成長への対処としては、企業の側では合理化やコスト削減といった対応を採っ
た。マクロ・レベルでは財政支出と輸出の増大によって支えられた。そ 7した対応は、確かに部分
的あるいは一時的には一定の効果があったよ 7である。しかし、それに随伴していくつかの間題が
顕わになってきたことも考えなければならない。
合理イじゃコストの削減は、産業間でかなりの格差を生み出し、構造的不況業種なるものの問題を
高めた。また、労働者側には所得・収入の抑制を強いるものであり、消費支出が抑制された。これ
によって上記の民開設備投資の停滞と並んで‘圏内民間最終需要は停滞的となり、この面からも不
況・低成長に影響した。財政支出の拡大は、経済成長率を一時的に盛り上げたとともあ勺たが、継
続的な景気の回償には発展せず、支出の規模が年々増加する反面、収入は伸悩み、やがて財政はま
さに危機的状況にまで進展した。こうした中で、輸出への傾斜の動きは一段と高まり、その規模も
格段と増した。輸出特定商品目への偏重が顕著どなり、ぞれへの依存体質は一層鮮明となった。圏
内経済の活性イじとは離れたサイクル、巨額な貿易黒字に対する諸外国の非難、これらも重要な問題
となってきた。以上、概括的だが、およそこのような経済構造と、その歴史的推移や展開過程を概
観することができょう。
80年代には、それらのいくぶん抜本的解決を目指す施策が、資本主義各国でほぼ時を同じくして
行なわれていく。わが国では臨調・行革路線と呼ばれるものがそれに該当するようである。上記の
問題への対処として、財政再建やら内需主導型の経済成長へと動いていったのは記憶に新しい。ま
た理念的にはケインズ主義・ケインズ政策の転換が叫ばれ、いろいろの学派も埜場してくる。本稿
での展開に引き続いて、こうした新しい路組が、まず理念的な面ではどのように既述の問題を解決
しようとし、どのような政策を発し、結果として問題はどのように進展していったのか。これらに
ついても、本稿での検討課題と合わせて追究していかなければ不十分であろう。それは今後を期す
としても、本稿で扱った時期は、まさに高度成長が終鷺して、そうした時代へのいわば懸け橋ある
いは幕開けとなるべき時代であったことは確認できょう。
(1) 本務第一筋では主に歴史的推移から過剰資本の~1~を述べてきだ。ただ、資本あるいは拡犬再生産それ自体の遼
動から、過剰資本が生み出されていくといった論理的側面も軽視していたわけではない。この点については、井村
喜代子著『恐慌・産業循環の理論J (有斐閣、 1973年)第3l章、第3節，同著『現代日本経済論J (有斐聞、 1993年)
182-183ベージの論離を参考にしてきた。
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On the structure of low-growth in the latter half 
of the 1970s in J apanese economy. 
FUKASA W A， Tatsuhito 
The subject of this monograph is an inquiry into the structure of low-growth in 
the latter half of the 1970s in Japanese economy. The inquiry is mainly practiced 
on a comparision between the era of high-speed growth in the 1960s and the 1970s. 
A main reason for the low-growth in the 1970s is a stagnation of investment in 
plant and equipment in that era. Vigorous investment in plant and equipment in 
the 1960s became excessive in the 1970s. 1t was so that the investiment was 
restrained in the 1970s. 
1n the 1970s the private enterprise practiced a rationalization and cost down to 
cope with depression. On the macro-level the low-growth was supported by public 
finance and export. But a large expenditure of the public finance has not 
continued in a boom as in the 1960s. 1t made a large deficit. The rationalization 
and cost down in the private enterprise compelled the worker to a restraint of 
income. 1t led to a stagnation of c∞onsu山1m百le町r匂 expenditure.Thus domestic demand 
stagnated， and export increased. 
